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給水装置工事施行指針改訂新旧対照表 
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2.2 給水装置の構造及び材質の基準（施行令第６条） 

２ 前項各号に規定する基準を適用するについて必要な技術的細目は，国土交通省令（浄

水の水質を保持するために必要な技術的細目にあっては，国土交通省令・環境省令）で定

める。 

 

2.3 給水装置の材料  

２.(1)耐圧に関する基準 

 1． 給水装置（次号に規定する加圧装置及び当該加圧装置の下流側に設置されている給

水用具並びに第３号に規定する熱交換器内における浴槽内の水等の加熱用の水路を除

く。）は，国土交通大臣が定める耐圧に関する試験（以下「耐圧性能試験」という。）によ

り1.75メガパスカルの静水圧を１分間加えたとき，水漏れ，変形，破損その他の異常を

生じないこと。 

 

(2)浸出等に関する基準 

飲用に供する水を供給する給水装置は，国土交通大臣及び環境大臣が定める浸出に関す

る試験（以下「浸出性能試験」という。）により供試品（浸出性能試験に供される器具，

その部品，又はその材料（金属以外のものに限る。）をいう。）について浸出させたとき，

その浸出液は，別表第１の上欄に掲げる事項につき，水栓その他給水装置の末端に設置

されている給水用具にあっては同表の中欄に掲げる基準に適合し，それ以外の給水装置

にあっては同表の下欄に掲げる基準に適合しなければならない。 

 

(3) 水撃限界に関する基準  
水栓その他水撃作用（止水機構を急に閉止した際に管路内に生じる圧力の急激な変動作

用をいう。）を生じるおそれのある給水用具は，国土交通大臣が定める水撃限界に関する

試験により当該給水用具内の流速を２メートル毎秒又は当該給水用具内の動水圧を 0.15
メガパスカルとする条件において給水用具の止水機構の急閉止（閉止する動作が自動的

に行われる給水用具にあっては，自動閉止）をしたとき，その水撃作用により上昇する圧

力が1.5メガパスカル以下である性能を有するものでなければならない。 
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1． 給水装置（次号に規定する加圧装置及び当該加圧装置の下流側に設置されている給

水用具並びに第３号に規定する熱交換器内における浴槽内の水等の加熱用の水路を除

く。）は，厚生労働大臣が定める耐圧に関する試験（以下「耐圧性能試験」という。）に

より1.75メガパスカルの静水圧を１分間加えたとき，水漏れ，変形，破損その他の異

常を生じないこと。 

 

(2)浸出等に関する基準 

飲用に供する水を供給する給水装置は，厚生労働大臣が定める浸出に関する試験（以

下「浸出性能試験」という。）により供試品（浸出性能試験に供される器具，その部

品，又はその材料（金属以外のものに限る。）をいう。）について浸出させたとき，そ

の浸出液は，別表第１の上欄に掲げる事項につき，水栓その他給水装置の末端に設置

されている給水用具にあっては同表の中欄に掲げる基準に適合し，それ以外の給水装

置にあっては同表の下欄に掲げる基準に適合しなければならない。 

 

(3) 水撃限界に関する基準 

水栓その他水撃作用（止水機構を急に閉止した際に管路内に生じる圧力の急激な変動

作用をいう。）を生じるおそれのある給水用具は，厚生労働大臣が定める水撃限界に関

する試験により当該給水用具内の流速を２メートル毎秒又は当該給水用具内の動水圧

を0.15メガパスカルとする条件において給水用具の止水機構の急閉止（閉止する動作

が自動的に行われる給水用具にあっては，自動閉止）をしたとき，その水撃作用によ

り上昇する圧力が1.5メガパスカル以下である性能を有するものでなければならな

い。 
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(4) 逆流防止に関する基準 

1.イ減圧式逆流防止器は，国土交通大臣が定める逆流防止に関する試験（以下「逆流防止

性能試験」という。）により３キロパスカル及び1.5メガパスカルの静水圧を１分間加え

たとき，水漏れ，変形，破損その他の異常を生じないとともに，国土交通大臣が定める負

圧破壊に関する試験（以下「負圧破壊性能試験」という。）により流入側からマイナス54
キロパスカルの圧力を加えたとき，減圧式逆流防止器に接続した透明管内の水位の上昇

が３ミリメートルを越えないこと。 
 

(5) 耐寒に関する基準 

屋外で気温が著しく低下しやすい場所その他凍結のおそれのある場所に設置されている

給水装置のうち減圧弁，逃し弁，逆止弁，空気弁及び電磁弁（給水用具の内部に備え付け

られているものを除く。以下「弁類」という。）にあっては，国土交通大臣が定める耐久

に関する試験（以下「耐久性性能試験」という。）により十万回の開閉操作を繰り返し，

かつ，国土交通大臣が定める耐寒に関する試験（以下「耐寒性能試験」という。）により

零下20度プラスマイナス２度の温度で１時間保持した後通水したとき，それ以外の給水

装置にあっては，耐寒性能試験により零下20度プラスマイナス２度の温度で１時間保持

した後通水したとき，当該給水装置に係る2 (1) 1.に規定する性能，2 (3)に規定する性能

及び2 (4) 1.に規定する性能を有するものでなければならない。 
 

2.4 給水装置システムの基準 

別表第1 
 

項   目 

水栓その他給水装置の末端に

設置されている給水用具の浸

出液に係る基準 

給水装置の末端以外に設置さ

れている給水用具の浸出液，又

は給水管の浸出液に係る基準 
六価クロム化

合物 

六価クロムの量に関して，

0.002 mg/ℓ以下であること。 

六価クロムの量に関して，0.02 
mg/ℓ以下であること。 
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が定める負圧破壊に関する試験（以下「負圧破壊性能試験」という。）により流入側か

らマイナス54キロパスカルの圧力を加えたとき，減圧式逆流防止器に接続した透明
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項   目 

水栓その他給水装置の末端に

設置されている給水用具の浸

出液に係る基準 

給水装置の末端以外に設置さ

れている給水用具の浸出液，又

は給水管の浸出液に係る基準 
六価クロム

化合物 

六価クロムの量に関して， 
0.005mg/ℓ以下であること。 

六価クロムの量に関して， 
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水道メーターパッキン規格一覧表 

(1) 小口径（13ｍｍ～40ｍｍ） 

材質  ＥＰＤＭまたはＮＢＲ 
硬度  ＨＳ７０±５またはＨＳ８０±５ 
 

(2) 大口径（50ｍｍ～150ｍｍ） 

材質  ＥＰＤＭまたはＮＢＲ 
硬度  ＨＳ７０±５またはＨＳ８０±５ 
 

5.1受水槽の設置と構造 

４．給水量の制限 

(2) 口径φ40mm 以上のメーターが必要となる場合は，給水管に定流量弁又は流量調節

弁を取り付け，過大な流量が流れないようにすること。（設計流量の1.5倍を標準とする。

ただし,流量はメーターの適正使用流量範囲を超えないこと。また,管内流速は2.0m/sec

を超えない範囲とする。） 

  

図5-5 受水槽と関連装置の構造 

排水口空間 

排水管口径の2倍以上（ただし、最小は15cm） 

 

6.7 井水からの切替え 

５． ② 削除 

 

 

7.6 工事検査 

(2)工事がしゅん工したときは，事前に自主検査を十分に行い，次に掲げる事項につい

て検査を受けるものとする。 

 

8.3 申 請 

２．(4) 建築物階 

建築物階は，特別な場合を除き建築確認申請における階数とする。 

 

水道メーターパッキン規格一覧表 

(1)  小口径（13ｍｍ～40ｍｍ） 

材質  ＮＢＲ 
硬度  ＨＳ８０±５ 
 

(2)  大口径（50ｍｍ～150ｍｍ） 

材質  ＮＢＲ 
硬度  ＨＳ８０±５ 
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４．給水量の制限 

(2) 口径φ40mm以上のメーターが必要となる場合は，給水管に定流量弁又は流量調節

弁を取り付け，過大な流量が流れないようにすること。（設計流量の1.5倍を標準とす

る。ただし,管内流速は2.0m/secを超えない範囲とする。） 

 
 
図5-5 受水槽と関連装置の構造 

排水口空間 
 
 
6.7 井水からの切替え 

５．② 採水方法は，各給水栓から毎分5Lの流量で5分間放流し，その後15分間滞

留させたのちに末端給水栓から採水する。 
 
7.6 工事検査 

(2)工事がしゅん工したときは，事前に自主検査を十分に行い，工事検査しゅん工届を

提出して次に掲げる事項について検査を受けるものとする。 

 

8.3 申 請 

２．(4) 建築階 

建物の建築階は，特別な場合を除き建築確認申請における階数とする。 
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8.6 受水槽方式からの改造 

３．(1)③水質試験 
削除 
 
 
表11-1 直結方式 

 

表12-2 使用メーター覆表 

 

8.6 受水槽方式からの改造 

３．(1)③水質試験 

採水方法は，毎分 5L の流量で 5 分間流して捨て，その後 15 分間滞留させたのち採

水するものとする。 
 
表11-1 直結方式 

 
 
 
 
表12-2 使用メーター覆表 
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図12-36 上越し例 

 

 

 

11．(4)耐摩板の施工範囲 

あくまで離隔距離を 30ｃｍ以上確保することが原則であるが，障害物回避のため,やむ

を得ず,①②とも㋐での離隔距離が30cm未満の場合、㋑の位置で30cm以上確保できる範

囲まで耐摩板を巻く。 

図12-36 上越し例 

 

 

 

11．(4)耐摩板の施工範囲 

①②とも㋐での離隔距離が30cm未満の場合、㋑の位置で30cm以上確保できる範囲ま

で耐摩板を巻く。 
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